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（6）積立比率  

平成17年度の積立比率を簿価ベースで比較すると、地共済が最も高く10．5倍、   

次いで私学共済10．3倍、国共済7．4倍、厚生年金5．2倍、国民年金（国民年金勘定）   

4．3倍の順となっている（図表2－4－20）。、ド成17年度は、国共済以外の制度で、16   

年度に比べ低下している。国共済では、平成16年度から受け入れている財政調整拠   

出金収入（17年度から満年度化）の影響で実質的な支出が減少しており、その結果、   

積立比率が上昇したものと考えられる。逆に、地共済は低下する方向に働いている。  

また、時価ベースでは、厚生年金5．2倍、国共済7．5倍、地共済10．7倍、私学共   

済10．6倍、国民年金4．3倍となっている。 平成16年度に比べ、国共済で上昇、厚   

生年金と私党共済で横ばい、地共済と国民年金で低Fしている。  

図表2－4－20 積立比率の推移  

注1［］内の数値は、時価ベースである。  
柱2 厚生年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代行  

分を含まない。図表3－3－10参照。  

注3 国共済の時価ベースは、平成11年度7．7、12年度7．5、  

13年度7．4となっている。  
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（7）財政指標でみた各制度の特徴   

最後に、年金扶養比率、総合費用率、独自給付費用率、収支比率、積立比率が全   

体としてどうなっているのか、制度相互に「レーダーチャート」で比較をしてみる   

（図表2－4－21）。   

ここでは、年金扶養比率は、成熟が進んだ段階である2（2人で1人を支える）を   

基準として、尺度を定めた。また、総合費用率は、最終的には年収の20％になると   

して、グラフでは20に対する比の逆数をとった（逆数とするのは成熟が進むに連れ   

小さくなるようにするためである）。同様の考えで、独自給付費用率は14、収支比   

率は100に対する比の逆数をとった。積立比率については、成熟が進むに連れ小さ   

くなることを考慮して尺度を定めた注。  

注 図が見易くなるようにするための処理を行っている。   

結果は図のとおりで、レーダーチャートの形状は、①国共済・地共済、②厚生年  

金・私学共済に2分される。グループ①の国共済・地共済は、年金扶養比率のライ  

ンがグループ②に比べて突き出ていない（成熟が進んでいる）とともに、積立比率  

のラインが突き出ている（積立金が相対的に多い）。一方、グループ②の厚生年金・  

私学共済は、形状は類似しているが、大きさは厚生年金の方が小さく、成熟が進ん  

でいる。  
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図表2－4－21財政指標レーダーチャート  

（参考）年金種別費用率の百分率比   

0％  100％  

100（％  100％  0％  

老齢費用率 障害費朴幸三 遺族費用率   

平成17年度末   1；（年金扶養比率＋2）／4  

2；20／総合費用率  

3；14／独自給付費用率  

4；100／／収支比率  

5；（積立比率十6）／8  

基準線  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

第3章 平成16年財政再計算結果との比較   

本章では、公的年金各制度の財政状況把握をより的確に行うため、財政収支、財政指標につい  

て、実績と前回財政再計算結果との比較を行う。  

1 財政計画と比較する際の留意点  

平成16年財政再計算時に作成された財政計画上の将来見通しと実績を比較する際の   

留意点を、以下にまとめておく。  

① 将来見通しは、年金が全額支給停止となる者を外した受給者について作成されてい   

る。本章では、将来見通しの比較対象である実績についても受給者ベースのものを使   

用する注。  

往 年金扶養比率を比較する際も、分母は受給権者数ではなく受給者数とする。  

② 厚生年金と国民年金は、被保険者数・受給者数の将来見通しが年度末時点のもので   

はなく年度間値である。本章では、両制度は、前年度末の実績と本年度末の実績の平   

均を当年度の実績の年度間値として、将来見通しと比較する。  

③ 厚生年金の平成16年財政再計算では、厚生年金基金が代行している部分を含めた厚   

生年金制度全体について将来見通しが作成されている。さらに、将来見通しにおいて、   

国庫負担繰延額などの未収部分については当初から積立金額に加算され、給付費とし   

て基礎年金交付金相当の部分等を除いた独自給付部分について示されている。  

そこで、将来見通しと比較するために、厚生年金の決算ベースの実績に以下の修正   

を加えた「実績推計」が作成されている。  

1）保険料収入に、厚生年金基金に係る免除保険料を加える。   

2）基礎年金交付金及び職域等費用納付金を、収支両面から除く。すなわち、収入か  

ら基礎年金交付金及び職域等費用納付金を除き、給付費から基礎年金交付金及び職  

域等費用納付金を控除する。   

3）2）の修正後の給付費に、厚生年金基金から給付されている代行給付相当額（年度  

末の最低責任準備金を算出する際に用いられている額）を加え、その他支出から政  

府負担金を控除し、給付費に加える。   

4）積立金額に厚生年金基金の最低責任準備金、国庫負担繰延額及び公社末移換積立  

金残高を加える。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   

5）収入から積立金相当額納付金、解散厚生年金基金等徴収金及び積立金より受入を  

除き、その他支出から財政融資資金繰L償還等資金財源を控除する。   

6）運用収入に4）の修正等により発生したであろう運用収入を加える。   

7）5）の積立金にさらに独立行政法人への出資金のうち、将来の給付費等への充当を  

予定している分を加える。  

本章では、将来見通しの比較対象として、この「実績推計」を用いる。  

④ 国民年金の平成16年財政再計算では、国庫負担繰延額などの未収部分については当   

初から積立金額に加算され、給付費として基礎年金交付金相当の部分等を除いた独自   

給付部分について示されている。  

そこで、将来見通しと比較するために、国民年金の決算ベースの実績に以Fの修正   

を加えた「実績推計」が作成されている。  

1）基礎年金交付金を収支両面から除く。すなわち、収入から基礎年金交付金を除き、  

給付費から基礎年金交付金を控除する。   

2）積立金額に同庫負担繰延額を加える。   

3）収入から積立金より受入を除き、その他支出から財政融資資金繰上償還等資金財  

源を控除する。   

4）2）の積立金額にさらに独立行政法人への出資金のうち、将来の給付費等への充当  

を予定している分を加える。  

本章では、将来見通しの比較対象として、この「実績推計」を用いる。  

⑤ 基礎年金拠出金、基礎年金交付金（報告されている場合）は、確定値ベースで将来   

見通しの報告を受けている。本章では、実績についても確定値ベースのものを用いる。  

⑥ 平成16年財政再計算の将来見通しにおける平成17～20年度の基礎年金拠出金に係   

る国庫・公経済負担については、平成16年改田こ農づき各制度とも拠出金の（1／3＋  

11／1000）相当額として見込まれているが、その後の制度改1Eにより（平成17～19年   

度の）当該国庫・公経済負担が引き上げられていることから、平成17年度以降の比較   

にあたっては、各制度の将来見通しに、平成16年改正後の国庫・公経済負担引Lげを   

反映した加11値を用いる。  

⑦ 将来見通しは、平成17年度以降について報告を受けている。  

将来見通し作成の基礎となった数字は、厚生年金は平成13年度末（平成14年度実   

績も反映）、国共済、地共済は平成11年度末、私学共済は平成15年度末のデータを基   

とするものである。  
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被保険者数や積立金のようなストックデータの実績と将来見通しとの帝離は、毎年   

度発生する帝離が累積したものである。そこで、将来見通し作成の基となるデータの   

年度から、将来見通しが公表される始めの年度までの将来見通しについても、実績と   

の比較を検討する必要がある。  

⑧ 給付費の将来見通しは、厚生年金と国民年金では基礎年金交付金に係る部分等を含   

まないベースで作成されている。  

本章では、全制度とも「実質的な支出」について、実績と将来見通しとの比較を行   

う。  

⑨ 運用収入、収支残及び積立金は、簿価ベースで記述し、時価ベースについては、そ   

の旨を明示して記述している。  

⑩ 国共済と地共済は、平成16年度から財政単位が一元化され、財政再計算では国共済   

と地共済の財政を一体として扱って将来見通しが示されており、参考として、国共済、   

地共済各々の将来見通しも示されている。 一方、決算については国共済と地共済でそ   

れぞれ個別に行われている。   

本章では、国共済・地共済合算分を「国共済＋地共済」と表記することとし、国共   

済、地共済の決算ヒアリングの結果を基に「国共済＋地共済」の数値を作成し、国共   

済、地共済それぞれに加え、「国共済＋地共済」についても実績と平成16年財政再計   

算結果との比較を行う。  

（参考）マクロ経済スライドについて   

平成16年改正では、マクロ経済スライドにより給付水準を自動調整する仕組みが導入され  

たが、物価スライド特例（平成12～14年度の3年間、消費者物価指数が低下したにも関わら  

ず、年金額を引き下げずに据え置く特例措置）による物価下落率の累積分（1．7％）が解消さ  

れるまでの間は、マクロ経済スライドは発動されないこととなっている。   

なお、平成17年度については、物価スライド特例が解消されなかったため、マクロ経済ス  

ライドは発動されなかった。  
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第3章◆平成柑年財政再計算結果との比較  

2 財政収支の実績と将来見通しの比較   

（1）保険料収入   

、ド成17隼度の保険料収入は、厚生年金は実績（実績推計）が将来見通しを上回っ   

たが、国共済＋地共済、私学共済、国民隼金は卜「車〕た（図表：ト2－1）。L司共済及び   

地共済別にみると、いヨ共済は実績が将来見通しを上川っているが、地共済はFL可っ   

ている。 厚生隼金は、平成15～17年度のいずれも実績（実績推計）が将来見通しを   

l二回っており、平成17隼度の実績（実績推計）が将来見通しを上回った割合はl．1％   

となっている。国共瀦＋地共済、私ノ、≠共済の、ド成17年度の卜巨」1った′剖合は2．3％）、   

0・3％）となっている。l副托隼金は、平成15牛度は実績が将来見通しを上回ったもの   

の、、巨成L6隼度以降は卜［rilっており、、伽丈17隼度の卜阿った割合は5．8％となっ  

ている。  

【対表3－2」Ll架険料収入額  

保険料  
厚生牢金  国共凍巨地共済  

収入額           √実績  実績推計   再キト算 「ナ  差  
同    ＼とノ  

実績   再計算   
」ノニしま）  

差     割合   

平成   兆円  兆円  兆円  兆円  － ′（、  億円  億円  億円  l）1，   

15   19．2  20．2  19．7  0．5  2．6      39，〔）07   

16   19．5  20．2  20．0  0．2  0．9      39，95∫4   

17   20．1   ：21．0  20．8  0．2  1．1      40，こi89  ′′11，3∠16  △957  △2．3   

保険料  
同共済  地共済  

収入額         実績   再計算   差  割合   ′実績  再計簡   差  割合  
〇   妻〕   （レ妻〕  （こ主J〔至二）′′ノ②   こL  ②   し1ノ〔揖  （〔‡ト〔丑）／②   

平成   億「Ⅰ】  億「11  
僚川  り′  億「り  億円  億円   

15   10，231  29，677   

16   10，218  29，735   

17   10，290  10，2′19  41  0．4    こiO，099  31，097  △998  △3．2   

私学共済  国民年金  

差  割合   保険料 収入額            再計算  実績  再計算   差  割合  

①  ①②  （し‡ト②）／②   同  ②   u〕畳）  （〔i二②）バ芝   

、†旬支   億円  億円  億円  兆円  兆‡－】  兆rl】  

15   2，736  2．0  1．9  0．1  5．0   

16   2，758  1．9  2．0   △0．0    △1．6   

17   2，865  2，873  △7  △0．3  1．9  2．1   △0．1   △5．8   

tl厚生年金の実績推計については、用語解説厚生年金の実績推計の項を参照のこと  

上2 私学共済の保険料収入音別こは都道府県補助金を含む 

［3 国共済＋地共済け）実緩については、年金数理部会にて推計した 

ー 93 －   



第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（2）標準報酬総額   

保険料収入は被用者年金の場合、各制度の標準報酬総額と保険料率によって決ま   

る。   

平成17年度の標準報酬総額は、厚生年金は実績が将来見通しを上回ったが、国共   

済＋地共済、私学共済は下回った（図表3－2－2）。国共済及び地共済別にみると、国   

共済は実績が将来見通しを上回っているが、地共済は下回っている。厚生年金は平   

成15～17年度のいずれも実績が将来見通しを上回っており、平成17年度の実績が   

将来見通しを上回った割合は1．2％となっている。 国共済＋地共済、私学共済の平   

成17年度の下回った割合は2．4％、1．2％となっている。  

（3）被保険者数  

標準報酬総額は、被保険者数と1人当たり標準報酬額によって決まる。  

そこでまず、平成17年度の被保険者数について実績と将来見通しを比較すると、   

厚生年金、私学共済、国民年金（基礎年金）は実績が将来見通しを上回っているが、   

国共済＋地共済は下回っている（図表3－2－2）。国共済及び地共済別にみると、国共   

済は実績が将来見通しを上回っているが、地共済は下回っている。厚生年金は、平   

成15年度は実績が将来見通しを下回ったものの、平成16年度以降は上回っており、   

平成17年度の実績が将来見通しを上回った割合は1．5％である。国共済＋地共済の   

平成17年度の下回った割合は0．3％となっており、私学共済、国民年金（基礎年金）   

の上回った割合は1．3％、0．5％となっている。  

（4）1人当たり標準報酬額  

次に1人当たり標準報酬額をみると、平成17年度は厚生年金、国共済＋地共済、   

私学共済、私学共済の全ての被用者年金で実績が将来見通しを下回った。国共済及   

び地共済別にみると、国共済、地共済共に実績が将来見通しを下回っている。平成  

17年度の実績が将来見通しを下回った割合は、厚生年金1．3％、国共済＋地共済   

2．2％、私学共済2．9％となっている。  

以上のことから、  
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・ 厚生年金において標準報酬総額の実績が将来見通しを上回ったのは、1人当たり   

標準報酬総額が将来見通しをF回ったものの、被保険者数が将来見通しを上回った   

ためであること、  

国共済＋地共済、私学共済において標準報酬総額の実績が将来見通しを卜回った   

のは、被保険者数は国共済及び私学共済で将来見通しをL回ったものの、地共済で   

はFL亘り、1人当たり標準報酬額が国共済、地共済、私′羊共済全ての制度において   

将来見通しを下回ったためであること、  

がわかる。   

なお、被保険者数は、惇生年金、国民年金は年度間値、その他の制度は年度末値で  

あるが、一方で、1人当たり標準報酬額の実績は、標準報酬総額を被保険者数の年度  

間累計で割った年度間平均であるため、標準報酬総額を被保険者数と1人当たり標準  

報酬額に分けて比較する際には、被保険者数のベースが異なることに留意する必要が  

ある。  
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図表3－2－2 標準報酬総額、被保険者数、1人当たり標準報酬額  

厚生年金  国共済＋地共済  

項目  年度         実績     再計算   差      割合   実績  再計算   差  割合  
こD       ②   甘ノ妻）！（①②）／′②   ①  ②   （訂②  こ彰②）／ノ②   

平成   兆円  兆円  兆円  ■拓  億円  億円  億円  一祐  

145．9  144．6  1．2  0．9   299，324  
標準報酬  
総額  146．9  145．5  1．4  0．9   296，696  

: 17 14臥7  146．9  1．8  1．2   293，270   300，427  △7，156  △2．4   

平成   百万人  百万人  百万人  ％  千人  千人  千人  一抹  

32．1  32．2  △0．1  △0．2  4，242  

被保険者数  32．3  32．3  0．0  0．1  4，197  

j 17 32．8  32．3  0．5  1．5  4，151  4，165  △14  △0．3  

平成   円  門  円  ％  円  円  円  一宮，   

1人当たり  375，064   374，182  882  0．2   587，051   

標準報酬額  374，812   375，544  △732  △0．2   587，977  

: 17 374，238   379，263  △5，025  △1．3   587，915   601，055  △13，140  △2．2   

国共済  地共済  

項目  年度         実績     再計算   差      割合   実績  再計算   差  割合  
貸〕      ②   註〕② ：（〔D之））′ノ（諺   ＋  国   ①意  （〔‡）②）／②   

平成   億円  億円  億円  （払  億円  億円  億円  一宮，  

71，088  228，236  
標準報酬 総額  

70，717  225，979  

: 17 70，654  70，460  194  0．3   222，616   229，967  △7，351  △3．2   

平成   千人  千人  千人  ％  千人  千人  千人  （舛，  

1，091  3，151  

被保険首数  1，086  3，111  

: 17 1，082  1，073  9  0．9  3，069  3，092  △23  △0．7   

平成   円  円  円  ％  円  円  円  一狂，  

542，694  
1人当たり  

602，387  

標準報酬額  543，117  603，578  

: 17 545，501  547，296  △1，795  △0．3   602，790   619，706  △16，916  △2．7   

私学共済  国民年金（基礎年金）  

項目  年度         実績     再計簡   差      割合   実績     再計算   差      割合  
①      ②   〔室〕②  （①②）／②   ①      ②   ①② ：ト了）②）／②   

平成  億円  億円  億円  ％  

15  26，076  
標準報酬 総額    16  

26，263  

17  26，495 26，807 A 312 △1．2  

平成   千人  千人  千人  ％  百万人  百万人  百万人  （哀，  

434  69．8  69．7  0．1  0．1  

被保険者数  442  69．7  69．5  0．2  0．3  

: 17 448  442  6  1．3  69．8  69．4  0．4  0．5   

平成  円  円  円 （滝  

15  498，031  
1人当たり  

標準報酬額    16  493，099  

17  490，336505，087△14，751 △2．9  

注1実績の標準報酬総額は、年度間累計であるし1人当たり標準報酬額は、標準報酬総額を被保険者数の年度間累計で割った年度間平均であるし  

注2 地共済の標準報酬総額及び1人当たり標準報酬額は、総報酬ベースに換等した場合の額である 

往こう 厚生年金、国民年金の被保険者数は年度間値、その他の制度の被保険者数は年度末値であるし  
注4将来見通しの1人当たり標準報酬額は標準報酬総額を被保険者数（厚生年金は年度間値、その他の制度は年度末値）で除して得た値であるL  

注5「国共済＋地共胤の実績については、年金数理部会にて推計Lた。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（5）国庫・公経済負担  

平成17年度の国俸・公経済負担は、厚生年金、国共済＋地共済、同氏年金は実績  

（実績推計）が将来見通しを卜回ったが、私学共済は卜【＝lった（図表3－2－3）。国共済  

及び地共済別にみると、国共済及び地共済いずれも実績が将来見通しをF回っている。  

厚生隼金及び国民隼金は、、持戒15～17年度のいずれも実績（実績推計）が将来見通し  

をFLリ」っている。平成17隼度の実績（実績推計）が将来見通しを卜「自1った割合は厚生  

隼金3．1（％、国共済＋地具済3．1％、国民隼金3．5％となっており、私学共済のH司っ  

た割合は1．17％となっている 

図表3－；Z－3 同庫・公経済負担額  

惇彗    年金  
国庫・公繕  

国共済・地共済  

実績推計  再計算  差  割合   済負担額             実績  
実績  再  十算  差    割合  

凹  、王 J②  什）官）′／②  甘  ノ ニ11念：（ロト②）ノノ′′ノ2〕   

平成   兆「Ⅰ］  兆円  兆＝  兆FI］  （ 
ケ与－  憶rⅠ］  倍「r】  

億円  － （，   

15   ▲′1．l  1，1  1ノミ  △0．2   ∠ユ5．2  4，′735   

16   ′1J3  ‘1」う  1．4  △0．1  △2．1  5，320   

17   4∴う   l－5  ：（△0・1）（△こ川       5▼■116 （△173）（△3・1）   
（）  （   

同共済  地共済  
国庫卜公経  実績   再計算   済負担額        実績   再計算   差     割合  差     割合  

ユニ   ′‘j こを二ぞ：（山②）′′′′セ、ノ   享：    妻二：   ごけ世ニて：（：王：）：雷）′′√〔弐   

平成   億円  倍「l】  億円  tシ7，  億「］  億円  億「1］  （）も   

15   巨13：う  3，302   

16   1，525  ：う，795   

17   1，589 （△2）（△0・1）   ニう，828 
（）  

（△171）（△柏   
（）   

私学共済  国民年金  
い］庫・公経  

差    割合   実績   再計算   差    割合  
済負担軸           再計算                    国  ／す  け② 書（長〕②）／′②  エ）    ②   し1〕〔2〕：（d二〕②）バ吾   

平成   憶一丁ヨ  億円  億「丁］  
0/ ，  兆円  兆「T〕  

づE「1］  ｛ 

15   452  1．5  1．6  △0．1  △ノ1．l   

16   ∫′199  1．5  1．6  △0．1  △7．3   

17   537  （9） （1・7）  1・7  

（）  
（△0・1）（△3・5）   

注1厚生年金の実績推計にノ）いてr主、川語解説「厚生年金の実績推計jの項を参照ゾ）二と  
往2 再計算の平成17年J如）（）内の数値は、甚礎年金拠出金に係る国庫・公経済負抑二ついて  

平成16年改1E後ゾ）引上二げ分を反映した加1二倍であり、年金数理都会にて推計Lた．  
ほこう 国共済十他叛済ル）′実績に一九、ては、年金数理部会にて推計した  
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第3章◆平成嘩  
（6）運用収入  

平成17年度の運用収入は、厚生年金（時価ベース）、国共済＋地共済、私学共済、  

国民年金（時価ベース）全てにおいて実績（実績推計）が将来見通しを上回った（図   

表3－2－4）。国共済及び地共済別にみると、いずれも実績が将来見通しを上回ってい  

る。厚生年金及び国民年金は、平成15～17年度のいずれも実績（実績推計）が将来  

見通しを上回っている。平成17年度について、実績（実績推計）が将来見通しを上   

回った割合についてみると、厚生年金249．8％、国共済＋地共済117．0％、私学共済   

166．5％、国民年金243．2％となっている。  

各制度で運用収入が将来見通しを上回ったのは、運用利回りの実績が将来見通し  

を上回っていることが大きな要因である。運用利回りの将来見通しは、平成17年度   

で、厚生年金が1．81％、国民年金が1．74％、国共済＋地共済及び私学共済が1．60％  

とされているが、実績は、各制度で将来見通しを上回る結果となった。  

・
－
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－
I
t
l
 
－
一
・
－
し
L
l
t
 
 
 



第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－2－4．運用収入と運川利l＝1り  

厚生勺二金   匡二共済†鮪共済  
二頁Fコ  征官  等繕：雲警計‥  軒筆  再算  差 

l空 け三   ．リ ー． 

平成   兆コ‡   j二三：二j  兆コ；  兆巧   借円  億円  億軍  
15  2Jう   9，35′7  

6．41【7．0】  ニう，4  二i．6  105．7   20，2771   
連年  1h  〔），6ご4：う   

収入額  L3．7」 L4．1］  2．8  1∴う  1t′1   ［1‘4，491］  

円   

L9．2】〔10∴1］こ1．0（3．0） （7．・1）（2こi9．8）   ぷ：2…；；］7，383（7，こぅ84）（占守；…3三三‡呈：；了：？三   
ヱ宣  
15  

トi．91］ 1．99  2．92 l′16．7  

ユ華呵  

よJ［∃り  1．6（） l．0▲1 6l．5  

1・60   

［6．82］ 1．81 5．01 276．8   ‘   

国共澤   地車済  
頂1  年賃  実碕  再計算  養      育一合   実績  再計算  葦      割合  

1  1ご   ＝ 字卜二   1  1ご    し1 三）」   

、－／・」J †一】に   イ盲「工  借トj  借H   ／「T 借【J」  イ音＝  

15  三：，ニう58   7，000  
ご；，282」   「16，99引  

ユ曹司  ：」109   7，53・4   

ペ人相  ：：，291j   12，200」  

17  

L」 1・372‖，37ニー）（二   三言：冒冒芸］6抑（6，012）（去…；喜呂≡；∑主≡誓：ヲ三  
平成  

15   2．68   1．81   
「3．8－4】   【4．8：う」  

運用  16  2」弓5   1．98   
壬二「コ叫  2．6引   ：3．2：う］  

I I; ■  
1・60  1・60   

こ  2   こ  

私学共済   国民年金  
一頂［  年号  宰碕  再計算  藍      割合   実績  再計算  差      割合  

1  与 ゴ   ト1j＝   しご   t1、三トJ  

三成   ／音：」三  償円  債円   兆巧  〕rリ工］  J誓「㌻j  

15   670   0．15   

8091   こ0．451  0．2  0．2  110．0  

三車用  1h  73日   0．10   
」▼之ノ、街  L］，1031   LO．27」  0．2  0．1． 5二i．1  

17   0．1－i  

L］」 510（510）（13三三呈冒§：冒  ［0．65］  0．2（0．2） （0．5）（243．2）   

平成  

i5  2．00  

2．61】  LLノ1．78」 1．90  2．88 151．6  
ユ華甲    田  L79  
【二阿り  ニiJi引  2．771 1．57 1．20 7tう．▲1  

17  ■ 
1・60  

1  ［6．88］ 1．7・4  5．1‘′1 295∴1  

注1 r夏′；二年金〃）実絹推計∴／ついてけ、雫語解説「写生隼金げ）実絹推計ノ）碩を参照れこと  

－   

．．，  ．， 
ご土、厚生年金・国民正金り〉積立金ゾ）元ふ王宮〕桟高び）比妥∴Lり行／ノている  

†圭：う 国共藩、無共済＼私学薬済甘呵律ト、・れ什煙甲山り、ご土、午琶玉槽立食ぃ評イ即日室けけ酎唾う）等を加減して筆こ・1しナニ参考値ご方舟、咋ノち＼－ス〔り1華甲  
吏漣」畑1、二J）運用」て人を塞ここした峰F総合利亘りを計上している  

三．1再計算の平成17狂「空し川 ）「ナ巾／）救′亘rl、基礎虹余恥亡金二係ろ国輩■公経済負Ⅰ三にノ八、′ニ、、j！戒川午亡h「緩山引上げう）を′F豆蛛したモロl二値て肘J  

句三盆数理部会ここて推計Lた  

t三5「国共清一木り冥済〔′）実緒二二／穴、てご王、年二全数理部会：二こ推計した r同共済トナl仁共済 しり應昭夫脂」りごt、国辛済、班共済山〕華甲1ニマ入（時価∴－1）  
了下斌三軍鞘1」て人等かごノ年令敢テ里きて三‡∴て唯言レLナ  
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第3章◆平成嘩   
（7）実質的な支出額  

平成17年度の実質的な支出額は、厚生年金、私学共済は、実績（実績推計）が将  

来見通しを上回ったが、国共済＋地共済、国民年金は下回った（図表3－2－5）。国共  

済及び地共済別にみると、国共済は実績が将来見通しを上回っているが、地共済は  

下回っている。厚生年金は、平成15～17年度のいずれも実績（実績推計）が将来見  

通しをと回り、国民年金はいずれも下回っている。  

平成17年度について、実績（実績推計）が将来見通しを上回った割合又は下回っ  

た割合をみると、厚生年金は2．2％、私学共済は1．0％、それぞれ実績（実績推計）  

が将来見通しを上回り、国共済＋地共済は1．2％、国民年金は4．0％、それぞれ実績  

が将来見通しを下回っている。  

図表3－2－5 実質的な支出額  

実質的な  
厚生年金  国共済＋地共済  

：実績推計＝ 再計算  支出額        実績    ①   差    割合   実績 ：再計算   差    割合  
②  ①②：（①②）／②  ①     ②   ①② ：（（D②）／②   

平成   兆円  兆円  兆円  兆円  ％  億円  億円  億円  ％   
15   29．3  30．5  30．0  0．5  1．6   49，832   

16   30．4  31．9  30．9  1．0  3．3   52，281   
17   31．0  32．4  31．7  0．7  2，2   53，384  54，041   △657  △1．2   

毒
 
 
 
 
 
∫
i
一
l
■
】
l
 
 

国共済  地共済  
実質的な 支出額                再計算   

①  ②   
差  割合   実績  再計算   差  割合  

①②  （①（き）／（彗  ①  ②   ①し②  （①②）／′②   

平成   億円  億円  億円  ％  億円  億円  億円  ％   
15   13，768  36，064  
16   13，644  38，638  
17   13，410 13，182  229  1．7     39，974  40，860  △886  △2．2   

私学共済  
実質的な 支出額  

国民年金  

①     ②   

差     割合   実績 ：再計算   差     割合  
①②：（①②）／②  ①     ②   ①②：（①②）′′②   

平成   億円  億円  億円  ％  兆円  兆円  兆円  ％   
15   3，388  3．6  3．7   △0．2  △4．5   

16   3，532  3．6  4．0   △0．3  △8．3   

17   3，661  3，626  36  1．0  4．0  4．1  △0．2  △4．0   

1
 
．
一
■
 
 
．
■
】
一
t
－
 
 
 

注l 厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  
注2 「国共済十地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（8） 受給者数  

平成17隼度の受給者数は、厚生年金、国共済＋地共済、私学共済は実績が将来見   

通しを卜回ったが、国民年金（某礎年金（基礎年金相当受給者を含む））は上回った   

（図表3－2－6）。国共済及び地共済別にみると、いずれも実績が将来見通しをF匝］っ   

ている。、平成17年度について、実績が将来見通しを上回った割合又は卜回った割合   

についてみると、厚生年金は2．5％、国共済＋地共済は3．0％、私学共済は1．5％、   

それぞれ尖績が将来見通しを卜回っており、国民年金（基礎年金）は1．4％L回っ   

ている。 年金種別にみると、老齢・退年相当が、厚生年金は0．3％実績が将来見通   

しをL阿っており、国共済＋地共済は0．6％、私学共済は1．5％それぞれF‾回ってお   

り、適老・通過相リ雪が、厚生年金は5．8％、国共済＋地共済は24．2％、私学共済2．5％、   

それぞれ実績が将来見通しを卜回っている。  

凶表：卜2】6 受給者数  

J早生年金   冨共済」輿某牒   
丁百「1  軒琶   宰積       再計蔓  蔓        割合   

1  

毒積      再言1賀  若       割合  
う     （′ご上土   ．  1‥ヱ  

十ノ、  千人  ‘ （i、ゴ）‥∴   こ成   百万ノー＼  百▲Fノ＼  百百ノ、  

コり．H  コ1．コ  ∴0．4  ゝ1．H   ∴無り  
ココ」i  二0．5   う，086   

告慧夏敦 三三  ごトリ  コこう．こぅ  ∴0．6  ∴⊥．J   こぅ，1t、」  こミ．コユリ  ∴りT  」」3－0   

t）．膏  t）．∬  ／′＼、0．0  ∴0．0   コ，071   

相当   10．3  10．3  0．0  （ト○   コ，1二1   

1U．T  lO，6  0．0  り．3   コ，1≡H  ご，1Tl  ム1：う  ∴0．6   

丁2  J二0．：1  ∴1．4   T5  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（9）基礎年金拠出金関連  

ここでは、基礎年金拠出金だけではなく、基礎年金拠出金算定のもととなる基礎   

年金給付費、基礎年金拠出金算定対象者数等についても、将来見通しとの比較を行   

う。将来見通しは確定値ベースで作成されていることから、実績についても、決算   

ベースではなく、確定値ベースでみる。  

ア 基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計   

基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計の実績は平成15～17年度のいず   

れも、将来見通しを上回り、その割合は0．2～0．5％となっている（図表3－2－7）。  

図表3－2－7 基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計等  

基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計  特別国庫負担額  

差     割合  実績（確定値）： 再計算   差  割合  
年度        実績（確定値）；再計算                 ①     ②   ①②；（①②）／②   ①     ②   ①②  （G）②）／②   

平成   兆円  兆円  兆円  ％  兆円  兆円  兆円  ％   

15   16．0  15．9  0．0  0．2  0，5  0．5  △0．0   △1．4   

16   16．4  16．3  0．0  0．3  0．5  0．5  △0．0   △2．4   

17   16．9  16．8  0．1  0．5  0．5  0．5  △0．0   △3．4   

イ 基礎年金拠出金算定対象者数   

全制度計の基礎年金拠出金算定対象者数の実績は、平成16年度は将来見通しを   

下回ったが、平成15年度及び平成17年度は、将来見通しを上回り、その割合は  

1．2％、2．2％であった（図表3－2－8）。   

平成17年度について制度別にみると、厚生年金、国共済＋地共済、国共済、   

地共済、私学共済は実績が将来見通しを上回っており、その割合は厚生年金5．4％、   

国共済＋地共済2．3％、国共済0．8％、地共済2．8％、私学共済3．6％となってい   

る（図表3－2－9）。一方、国民年金は実績が将来見通しを下回っており、その割合   

は7・6％となっている。これは、平成17年度から第3号被保険者の特例届出の措   

置が講じられたことにより、平成17年度の拠出金算定対象者（第3号被保険者分）   

が増加したことから、国民年金の分担が相対的に小さくなったことが影響してい   

ると考えられる。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

ウ 基礎年金拠出金単価  

平成「L7年度の基礎年金拠出金単価については、分子の大部分を占める基礎年   

金給付費と基礎年金相当給付費の合計額の実績が将来見通しを上回った割合よ   

りも、分母の基礎年金拠出金対象者数の実績が将来見通しを上回った割合の方が   

大きかったため、平成17年度の基礎年金拠出金単価の実績は将来見通しを下回   

り、 その割合は1．6％であった（図表3－2－8）。  

注 基礎年金拠出金単価＝（基礎年金給付費＋基礎年金相当給付費一特別国庫負担）  

／基礎年金拠出金対象者数  

図表3－2－8 基礎年金拠出金算定対象者数、基礎年金拠出金単価  

基礎年金拠出金算定対象者数（全制度計）  基礎年金拠出金単価  

年度        実績（確定値）：再計算   差    割合  実績（確定値）：再計算   差    割合  
①     ②   ①－②：（①－②）／②   ①     ②   ①－②：（①岬②）／②   

平成   百万人   百万人  百万人  （琵）  「1  「1】  円  ％   

15   58．C1   57．3  0．7  1．2  22，239 22，443  △204   △0．9   

16   57．8こ  57．9  △0．1   △0．2  22，924 22，806  118  0．5   

17   59．〔i   58．3  1．3  2．2  22，986 23，351  △365   △1．6   

柱1 基礎年金拠出金単価は、名目額である。  
注2 平成17年度から第3号被保険者の特例届出の措置が講じられたJ  
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